別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　目：私立学校振興費
	事業名: 私立高等学校等授業料軽減補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　環境生活部　人づくり文化課　私学係　電話番号：058-272-1111（内2460）E-mail：c11151@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：185,569千円（前年度予算額：184,393千円）
	要求内容


	１　要求の内容


保護者の経済状況にかかわらず、私立高等学校等に在籍する全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けることができるよう、経済的負担を軽減するため、私立高校生等のうち世帯年収500万円未満の世帯の生徒に対して、私立高等学校等就学支援金の低所得加算（増額支給）に加え、県独自の支援を実施します。
　補助要件　　保護者が県内に在住し、生徒が県内の私立高等学校等に在籍し、下記の所得要件を満たすこと。

（1） 第１種　　世帯年収250万円未満程度　

補助金　年額　68,400円（上限）　

（県内私立高等学校（全日制）授業料平均に比して、私立高等学校等就学支援金と合わせて実質無償）
（2） 第２種　　世帯年収250万円以上350万円未満程度

補助金　年額　51,300円（上限）

（第１種の３／４の額）

（3） 第３種　　世帯年収350万円以上500万円未満程度

補助金　年額　34,200円（上限）
（第１種の１／２の額）

（4） 特例措置　市町村民税所得割額が51,300 円未満かつ私立高等学校等就学支援金1.5 倍加算を受けられない世帯（県外在住も対象）
補助金　月額　4,950円（平成25年４月～６月限り）
　また、私立小・中学校に在籍する生徒の世帯が家計急変（失業・倒産）した場合

　　　　　　　　　　　　補助金　年額 153,000円（上限）
	２　所要経費


（１）高等学校等　 185,416千円

ア 第１種　 世帯年収250万円未満程度

　　　　 　　　　 @68,400円×1,423人（県内生徒に占める割合 10.8%）＝97,335千円

イ 第２種　 世帯年収250万円以上350万円未満程度

　　　　 　　　　 @51,300円×1,015人（　同上　　　　　　　　7.7%）＝52,072千円

ウ 第３種　 世帯年収350万円以上500万円未満程度
　　　　 　　　　 @34,200円×1,015人（　同上　　　　　　　　7.7%）＝34,715千円

エ 特例措置 私立高等学校等就学支援金1.5 倍加算相当額×86人＝1,294千円

（２）小・中学校　@153,000円×１人＝153千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他

	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	184,393
	1,102
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	183,291

	要求額
	185,569
	1,444
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	184,125

	決定額
	185,569
	1,444
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	184,125


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　私立高等学校等における保護者の経済的負担を軽減することにより、私立高等学校に在籍する経済的に修学が困難な高校生等の教育の機会を確保します。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	授業料軽減の補助生徒延べ人数

	０人
（H21）
	（H　）
	2,745人
（H22）
	2,960人
（H23）
	3,454人
（H25）
※特例措置除く
	－％

	授業料軽減の対象生徒が補助を受けた割合
	０％
（H21）
	（H　）

	100％
（H22）

	100％
（H23）

	100％
（H25）

	100％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
学校法人（学校設置者）が経済的理由により私立高等学校等に修学することが困難な高校生等に対して授業料の減免を行い、学校法人（学校設置者）が減免した授業料の一定額を、県が補助金として当該学校法人に対して助成します。



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
私立高校生等のいる保護者の経済的負担を軽減します。特に、世帯年収250万円未満程度の世帯の生徒については、私立高等学校等就学支援金と併せて、県内私立高等学校（全日制）の授業料平均額に対して実質無償化となります。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	長引く経済情勢の低迷や公私の保護者負担格差の状況などに応じて、保護者の経済的負担の軽減を図る必要があります。また、私立学校法において、私立高等学校等については県が所轄庁となっており、県が実施主体となる必要があります。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	補助対象となる高校生等全てに補助制度が活用されており、保護者の経済状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が、私立高等学校等で安心して教育を受けることができるよう、修学の確保に貢献しています。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	経済的理由により私立高等学校等に修学することが困難な高校生等に対する授業料の減免を行う学校法人（学校設置者）に対して、県が補助金を交付することで、効率よく確実に、私立高校生等の保護者の経済的負担が軽減されます。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
景気の低迷等による経済的理由により修学が困難な私立高校生等は年々増加傾向にあるため、社会経済情勢や私立高等学校等就学支援金の実施状況を見据えながら、適切な支援を今後とも進めていく必要があります。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
保護者の経済的負担の軽減を図ることで、教育の機会均等に資することができるよう、私立高等学校等に在籍する高校生等に対して、今後も授業料の軽減を図ります。



